
３月議会を経て、平成３０年度の予算が決

定しました。右の表は平成３０年度多摩地域

２６市３町１村人口一人当たりの一般会計５

大財源と歳入の予算です。

まず、人口一人当たりの地方税（市町村税）

をみてみましょう。地方税の平均値を見ると

１６万６千円となっており、その額は前年度

の平均と比べ、４.６％増となっています。

全体の平均値では増えていますが、実際に増

えている自治体は２０団体であり、３割以上

の自治体では減収してしまうことを見込んで

予算が組まれています。減収割合が大きい自

治体は、羽村市、檜原村、町田市、青梅市、

奥多摩町と並びます。最も減収割合が大きい

羽村市の予算説明書を見ると、「市内法人数

の推移や大手企業分の税収の見通しを勘案し、

法人市民税分を１９.４％減とした」とあり、

それが市税全体の大きな減額に響いているこ

とがわかります。

反対に地方税が増えている自治体は上から

日野市、立川市、調布市、清瀬市、西東京市

と並びます。特に日野市では、１億９,４２

８万円増（１.５％増）の個人市民税、５億

９,８１２万円（３９％増）の法人市民税、

２億２５万円（８.７％増）の都市計画税を

見込んでいます。

次に地方債を見てみましょう。人口一人当

たりの地方債の平均値を見ると２万円で前年

度と比べ１５.２％増となっています。３０

団体のうち２３団体が地方債の額を増やして

おり、多くの自治体で大規模開発事業がされ

ることが想定されます。例えば、３６１.９

％増と大きくその額を増やしている小金井市

では、東小金井駅北口まちづくり事業の用地

取得事業債として、人口一人当たり約８，０

７０円（予算額９億７,１００万円）の起債

を予算立てしています。一方で多摩市の人口

一人当たりの地方債は５千円で５４.４％減

となっており、前年度と比べ、平成３０年度

の起債を抑えていることがわかります。

最後に歳入規模を見てみます。人口一人当

たりの歳入規模が大きい自治体は、檜原村と

奥多摩町です。両者の財政は、近年だけ高い

のではなく経年的に都支出金が大きく、それ

が歳入の約４割を占めていることが特徴的で

す。その背景には、両者の面積の多くが森林

を占め、それらが東京都の水源かん養林とし

て位置付けられていることがその一因として

考えられます。

歳入額の各自治体の平均値を見ると４５万

４千円で前年度と比べ１.４％増となってい

ます。３０団体のうち２１団体が歳入規模を

増やした予算を組んでいることがわかります。

特に、小金井市の歳入規模は、市施行以来最

大規模の予算となっています（小金井市広報

２０１８年４月１日号より）。

各事例を精査する必要がありますが、この

ように平成３０年度予算はあまり地方税の収

入増は見込めないもののその予算規模が大き

くなっている傾向にあることがわかります。

●vol.37

新年度予算の歳入五大財源

右表出典

各自治体の公表する新年度予算書、予算説

明書、広報、住民基本台帳（平成３０年１

月１日現在）元に石山が作成。

学習院大学 助教 石山雄貴
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平成３０年 多摩地域３０自治体の人口一人当たりの歳入予算

※平均値の増減値は、各自治体の増減値の平均ではなく、前年度の平均値と今年度の平均値を見比べ
た際の増減値です。

※人口は平成３０年１月１日現在のものを使用。
※武蔵野市、三鷹市、府中市は「0.0」となっているが、少額の地方交付税を予算立てしている。


